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はじめに
総務省は、字幕放送・解説放送等拡充の推進に向けた施策の立案に資するため、平成18年10月から「デジタル放送時代の視聴覚障害者向け放送に関する研究会」（以下「前回研究会」という。）を開催した。そこでは、字幕放送、解説放送及び手話放送の現状及び課題の把握、デジタル放送の推進、高齢化の進展等を踏まえた字幕放送、解説放送及び手話放送の普及方策や、普及のための官民の役割について検討が進められ、平成19年3月に報告書（以下「前報告書」という。）が取りまとめられた。総務省は、この報告書の提言内容を踏まえ、平成29年までの字幕放送及び解説放送の目標を明記した「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」（以下「現指針」という。）を平成19年10月に策定した。NHK及び民間放送事業者（在京キー5局、在阪準キー4局、テレビ大阪、在名広域４局、テレビ愛知）はこれを受け、各々字幕放送拡充計画を作成し、その目標を達成すべく、取組が行われている。
前報告書では、現指針の策定とともに、「（指針の）設定後は、平成23年のアナログテレビジョンの放送の終了や、近年の急速な技術進展を考慮して適時に見直しを行うことが求められる。」ことが提言された。これを受け、現指針には「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針策定後は、技術動向等を踏まえて、5年後を目途に見直しを行う。」旨が明記された。
また、視聴覚障害者を取り巻く環境は現指針策定後に大きく変化しており、例えば、平成18年12月、第61回国連総会本会議において、障害者権利条約及び議定書が全会一致で採択され、平成20年5月に発効している。
平成21年12月には条約締結に必要な国内法の整備を始めとする我が国の障害者に係る制度の集中的な改革を行うことを目的として、内閣に「障がい者制度改革推進本部」が設置された。当面５年間が障害者の制度に係る改革の集中期間と位置付けられ、国内法の整備の一環として、平成23年8月に障害者基本法の一部を改正する法律が公布・施行されるなど、障害者の権利保障に向けた体制が整いつつある。
さらに、平成23年3月11日に東日本大震災が発災した。大規模な自然災害においては、迅速・正確な情報の提供が何よりも求められ、通常の放送では十分な情報入手が困難な視聴覚障害者向けの放送が不可欠であることが改めて強く認識された。
このような状況を踏まえ、総務省においては「デジタル放送時代の視聴覚障害者向け放送の充実に関する研究会」を森田大臣政務官主催の下、平成24年1月から開催した。本研究会は、前回研究会同様に、学識経験者、放送事業者、メーカー、障害者団体の代表者から構成され、字幕放送、解説放送及び手話放送に関し、前回研究会以降の技術動向や障害者を巡る状況の変化を踏まえ、視聴覚障害者向け放送の更なる充実方策について検討を行ってきた。
本報告書はその検討の成果を取りまとめたものである。現指針の見直し及び今後の視聴覚障害者向け放送普及に向けた取組の参考とされることを期待する。
